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補正予算（第１号）議案説明資料





令和６年度各会計補正予算現況調（第１号）

一般会計
（歳入）     （単位：千円）

補正前の予算額 補 正 予 算 額 補正後の予算額

（第１号）

(1) 市 税 73,929,454 73,929,454

(2) 地 方 譲 与 税 1,650,000 1,650,000

(3) 利 子 割 交 付 金 29,000 29,000

(4) 配 当 割 交 付 金 388,000 388,000

(5)
株式等譲渡所得割
交 付 金

399,000 399,000

(6) 法人事業税交付金 1,181,000 1,181,000

(7) 地方消費税交付金 12,092,000 12,092,000

(8)
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

48,000 48,000

(9) 環境性能割交付金 196,000 196,000

(10) 地 方 特 例 交 付 金 2,522,000 2,522,000

(11) 地 方 交 付 税 22,241,000 22,241,000

(12)
交通安全対策特別
交 付 金

50,000 50,000

(13) 分担金及び負担金 153,997 153,997

(14) 使用料及び手数料 3,607,212 3,607,212

(15) 国 庫 支 出 金 36,967,492 36,967,492

(16) 県 支 出 金 14,603,963 14,603,963

(17) 財 産 収 入 507,145 507,145

(18) 寄 附 金 284,545 284,545

(19) 繰 入 金 2,774,472 4,986,984 7,761,456 財政調整基金繰入金

(20) 繰 越 金 10 10

(21) 諸 収 入 3,983,710 3,983,710

(22) 市 債 12,582,000 12,582,000

190,190,000 4,986,984 195,176,984歳   入    合    計

備      　　　  考  区              分
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一般会計
（歳出）     （単位：千円）

補正前の予算額 補 正 予 算 額 補正後の予算額

（第１号）

(1) 議 会 費 768,583 768,583

(2) 総 務 費 19,097,804 19,097,804

(3) 民 生 費 87,916,470 4,986,984 92,903,454
価格高騰重点支援給付金給付事業費
　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　885,444
定額減税補足給付金給付事業費　4,101,540

(4) 衛 生 費 13,846,851 13,846,851

(5) 労 働 費 613,570 613,570

(6) 農 林 水 産 業 費 2,666,447 2,666,447

(7) 商 工 費 3,787,956 3,787,956

(8) 土 木 費 17,256,464 17,256,464

(9) 消 防 費 6,156,866 6,156,866

(10) 教 育 費 21,222,331 21,222,331

(11) 災 害 復 旧 費 207,700 207,700

(12) 公 債 費 16,192,958 16,192,958

(13) 諸 支 出 金 306,000 306,000

(14) 予 備 費 150,000 150,000

190,190,000 4,986,984 195,176,984

特 別 会 計 の 計 98,309,925 98,309,925

企 業 会 計 の 計 78,396,528 78,396,528

176,706,453 176,706,453

366,896,453 4,986,984 371,883,437 １会計補正

備    　　　    考

特 別 ・ 企 業 会 計 の 計

全 会 計 総 合 計

歳   出   合   計

  区               分
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○ 補正予算額    （単位 ： 千円）

補 正 予 算 額
（第 １ 号）

190,190,000 4,986,984

98,309,925

78,396,528

366,896,453 4,986,984

○ 内訳 （財源の割合は対象額に対するもの）

【原油価格・物価高騰対策分】 4,986,984

　（市単独事業）

・ 885,444

・ 4,101,540定額減税補足給付金給付事業費

価格高騰重点支援給付金給付事業費

定額減税しきれない者に対し、調整給付として給付金を支給するもの
給付金　3,943,000千円　　　事務費　158,540千円
対象者　定額減税可能額が減税前税額を上回ると見込まれる納税義務者
　　　　　 92,000人
支給額　定額減税可能額が減税前税額を上回る額
　　　　　 （1万円単位で切り上げて算定）
（参考）
定額減税
1人4万円×（本人＋扶養親族）
令和6年分所得税3万円、令和6年度分個人住民税1万円

令和6年度新たに住民税非課税又は住民税均等割のみ課税となる世帯に対し、物価高
騰による負担を軽減するための給付金を支給するもの
また、これらの世帯への給付の加算として、当該世帯のうち18歳以下の児童を扶養する世
帯に対し、給付金を支給するもの

給付金　855,000千円　　　事務費　30,444千円
対象者　①　住民税非課税世帯　　　　　　　7,100世帯
　　　　 　②　住民税均等割のみ課税世帯　　 900世帯
　　　　 　③　①、②いずれかに該当し、18歳以下の児童を扶養する子育て世帯
　　　　　　（平成18年4月2日から令和6年10月31日までに生まれた児童　1,100人）
支給額　①、②　10万円/世帯
　　　　　 ③　　　 　5万円/人

令 和 ６ 年 度 補 正 予 算 （第１号） の 概 要

一     般     会     計

特     別     会     計

企     業     会     計

区                   分 補正前の予算額 補正後の予算額

全   会   計   合   計 371,883,437

78,396,528

98,309,925

195,176,984
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